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Ⅰ 愛知大学について 

１ 歴史 1901（明治34）年 中国上海の東亜同文書院（大学）を源流とする 

     1946（昭和21）年 東亜同文書院大学の最後の学長本間喜一氏が終戦直後、愛

知県豊橋市に中部地区唯一の旧制法文系大学として「愛知大学」を創立 

２ 建学の精神 ① 世界文化と平和への貢献 ② 国際的教養と視野を持った人材の育成 

③ 地域社会への貢献 

３ 大学の構成 ① 名古屋校舎:法学・経済・経営・現代中国・国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの５学部 

② 豊橋校舎:文学部、地域政策学部、短期大学部の３学部 

③ 車道キャンパス：法科大学院、法人本部 

４ 学部学生定員と志願者数・学生数（2018.5.1現在 単位：人） 

学部等 入学定員 収容定員 志願者数 学生数 

法学部 ３１５ １，２６０ ３，７２３ １，５２３ 

経済学部 ３３０ １，３２０ ４，０５２ １，６０１ 

経営学部 ３７５ １，５００ ５，３０６ １，７６１ 

現代中国学部 １８０ ７２０ １，４００ ８５７ 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 ２３０ ９２０ ２，７８６ １，１３４ 

文学部 ３４５ １，３８０ ３，６２２ １，６７８ 

地域政策学部 ２２０ ８８０ ３，２２３ １，１１３ 

大学院・法科大学院 １５９ ３７７ ８２ １１４ 

短期大学部 １００ ２００ ３３０ ２４３ 

    計 ２，２５４ ８，５５７ ２４，５２４ １０，０２４ 

５ 理事・評議員数（2018.5.1現在 単位：人） 

理事 

20 

理事長 １ 学長兼 

常務理事 ３ 副学長2、事務局長 

理事 １６ 学部長8、同窓会選出2、学識経験者6 

監事  

3 

常勤監事 １  

非常勤監事 ２  

評議員55  ５５ うち理事兼20、同窓会選出10、後援会選出3、 

教員（各学部等）選出18、事務職員選出4 

６ 教職員数（2018.5.1現在 単位：人） 

専任教員数 専任事務職員数 

教授 准教授 助教 教員計 名古屋 豊橋 車道 事務職員計 

１５５ ７４ ２７ ２５６ ６６ ３７ ４５ １４８ 
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７ 決算状況 

〇 2017年度決算 
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Ⅱ 大学を取り巻く環境 

１ 超少子高齢化 

・ 70年代後半から出生数減少：合計特殊出生率2010年1.39 2060年1.35   

   18歳人口 1992年205万人 2018年問題（減少へ） 2060年60万人 

・ 急激な人口減少 2008年1億2,808万人ﾋﾟｰｸ → 長期の人口減少過程突入 

2048年9,913万人と1億人を切る       2060年8,674万人 

約百年後の2105年4,459万人 （現在の約3分の1）  

・ 高齢化社会：65歳以上2007年21.5％、2013年3,186万人25％、2025年3,657万人 

2050年代40％台→労働力人口の減少、社会保障分野の現役世代負担増 等 

２ ユニバーサル化 

・ 77 年に短大・高専・専門学校を含む高等教育進学率が50％を超え、マス段階（50%未

満）からユニバーサル段階（50%超え） 2011 年 79.5％ → 高等教育の大衆化、学生

の学力低下・卒業後の進路の多様化等学生の質の変化が見受けられる 

３ グローバル化 

⑴  大学の国際展開 海外大学との教育連携、日本の大学の海外拠点の設置、大学の国際

的な情報発信  等 

⑵  教育環境の国際化 外国教員の増加、留学生の増加、日本人学生の留学支援  等 

４ 大学財政 

・ 私立大学の4割余りが定員割れ、大学財政の赤字（3年連続赤字は約2割） 

・ 私立大学収入に占める政府補助金率は10％ 

５ 政府の高等教育政策 

・ 教育の質の転換（能動的学習）        ・ 3つのポリシーの策定  

・ ガバナンス改革（私学法・学校教育法の改正） ・ 高大接続（入試改革等） 

・ 大都市圏定員超過管理の厳格化 ・ 教育改革と補助金とのリンク（競争と選別化） 等 

６ ガバナンス強化の必要性（監事の機能強化） 

・ 「ガバナンス」とは、組織における権限・責任体制が構築され、それを監視する体制

が有効に機能していること（主に理事長と業務執行理事等経営陣の業務執行を監視・監督する仕組） 

・ 学校法人のガバナンスを構成する機関：学校法人の最終意思決定機関の理事会、理事

長の諮問に応じて意見を述べる評議員会、業務執行者の業務等の監査を行う監事（私学

法39条）→特に学校法人のガバナンスにおける監事の役割は重要 
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Ⅲ 監事監査のプロセス 

１ 監事監査の根拠明示 

⑴  監事監査規程 

・ 学校法人における監事の役割と権限を学内に明確に示し、監事監査の実効性を担保す

るため、監査に関する基本的な事項を定め周知しておくことは最低限必要 

⑵  監事監査規準   

・ 監事監査の透明性と信頼性を高めるため、監事の権限や監事の責任の限界を明らかに

するもので、一般的事項として基準の目的・基本的職務・監事監査の一般基準・実施基

準・報告基準等を定め、理事会や評議員会への報告など監査の実施内容を予め明示して

おくことにより、監査を受ける側の認識を高めておこうとする意味も持つ 

⑶  マニュアル・チェックリスト 

・ 監事監査規準に基づき監査を実施する際の具体的な手順をまとめ、監査項目毎の監査

方法を示した「監事監査マニュアル」を定める 

・ 監査の透明性信頼性を増し、質を安定させ監査業務の標準化を図るため、実施する監 

 査の内容・項目について自己審査的に活用する「監事監査チェックリスト」を定める 

２ 監事監査計画   

・ 監事が行う監査に関し、予め年度当初に「監事監査計画書」（監査方針・監査目的・重

点監査項目・監査方法等）を作成し、教職員等関係者に事前に周知することは絶対必要 

・ 一般的に、5 月末の決算理事会時に前年度の監査報告と共に当該年度の監査計画書を

理事会・評議員会に報告し、その後教職員に周知する場合が多い 

３ 監査の実施（監査調書） 

・ 監査を実施した後、監査意見の構築に資するため、実施した監査の内容・監査結果等

の経過を記録した「監査調書」を作成する（監査報告書作成の証拠書類ともなり重要） 
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・ 監査調書の形式は任意だが、監査の目的・実施時期・監査実施者及び補助者・被監査

部門（監査対象者）・監査経過・監査意見等を記載し、提出資料等を添付しておく 

・ 監査調書の確定に当たっては、監査経過について被監査部門（監査対象者）の確認を

取っておくことも必要だと考える 

４ 監査報告書 

・ 私学法37条3項各号で、監事は学校法人の業務監査及び財産状況の監査（財産監査）   

を実施し、業務及び財産の状況について、年度毎に「監事監査報告書」を作成し、当該

会計年度終了後二月以内に理事会・評議員会に提出することが定められ、違法行為等重

大な事実を発見したときは、所轄庁に報告し又は理事会・評議員会に報告することとさ

れている 

・ 私学法47条で、学校法人は当該会計年度終了後二月以内に「財産目録」「貸借対照表」

「収支計算書」「事業報告書」及び「監査報告書」を各事務所に備え、在学する者その他 

利害関係人から請求あれば閲覧に供しなければならないとされている 

・ 監査報告書の形式は任意だが、一般的にはＡ４かＡ３用紙1 枚程度の短文式にまとめ

られることが多く、報告書の提出日・監査の対象・実施した監査の概要・監査の結果等

について記載する 

・ 監査の詳細、気づいた事項等については、次に記載の「監事監査意見書」に記載する

ことが考えられる 

５ 監査意見書 

・ 監査をした結果について、その都度理事長等に報告や意見交換を行う場合があるが、

確認された様々な課題、法令違反や著しく妥当性に欠ける事項は監査報告書に記載する

ものの、それ以外の改善必要事項等について年度末にまとめて整理し、監事監査報告書

とは別に、「監事監査意見書」を作成の上、理事長に報告することは重要 
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・ 作成義務はなく形式も任意だが、監事監査計画で示した監査対象（機関）の監査、事

業計画・事業報告確認、主要会議出席確認、内部監査確認、会計監査人との意見交換等

を通じ、監事が改善・留意を求めることが必要と判断した事項について報告する 

・ 理事長に報告すると共に、理事長を通じ、理事会・評議員会に報告することが必要 

６ 重大な事案（法令等違反事実）への対応 

・ 私学法37条では、学校法人の業務および財産の状況に関し、不正の行為、法令・寄附 

行為に違反する重大な事実があることを発見した場合→所轄庁に報告あるいは理事会・

評議員会に報告することが義務付けられている 

・ 所轄庁に報告するために必要がある場合は、理事長に理事会・評議員会の開催を要求 

・ 何が不正で何が重大かの判断は難しいが、監事は不正や違反のチェック機能を有して

いることから、不正等の疑義がある場合は、ある程度広めに報告をした方が良い 

７ 常勤と非常勤で監査のプロセスは変わるか 

・ 私学法35条で、学校法人には2名以上の監事設置が義務付けられているのみで、常勤・ 

非常勤の勤務形態は、特に定められていないため、常勤監事を設置する学校法人はまだ

多いとは言えない状況にある 

・ ガバナンス構築上、常勤監事の設置により、会議や書類点検等より深く監査ができる 

のに比べ、非常勤監事は、物理的に会議の出席も限られ書類確認も難しい状況にあるが、

監査報告書は同様に作成し、報告する義務を負う 

・ 善管注意義務違反では、監事は常勤・非常勤の勤務形態、報酬の有無を問わず責任を 

生ずることから、基本的に監査のプロセスに濃淡はあるものの、監査の実施・監査の判

断（監査結果）は同等に扱われることとなり、プロセスが大きく変わるものでない 

・ 2名の監事のうち、1名は常勤監事とし、非常勤監事と情報交換を行い情報の共有を図 

ることにより、監査の質を上げることが考えられる 

・ 非常勤監事の場合、最低限監査の実施に必要な事項を吟味し、効率的に監査を行うこ 

とが求められる（自己点検・認証評価書の活用、議事録・重要書類確認、書面調査等） 
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Ⅳ 監査の方法 

１ 重要な会議への出席 

⑴  理事会：私学法37条3項6号で、監事は学校法人の業務又は財産の状況について、

理事会に出席して意見を述べることとされており、年度末には監査報告書を作成し理

事会・評議員会に提出することとなっている 

⑵  評議員会：私学法に出席が規定されてはいないが、監査報告書は評議員会への提出が

規定されており、監事は評議員会にも出席し、積極的に発言をすべきであろう 

⑶ 常任（常務）理事会：理事会に代わり業務を遂行するための会議体を設置し業務執行

に関わる諸課題について意思決定を行う学校法人も多いため、意志形成過程の確認を行

うことは重要であり、監事は出席すべきであろう 

⑷ その他の主要会議 

① 教授会：教学分野への監事の関与に難色を示す学校法人もあるが、教学監査は重要な

監査対象であり、監事の出席が求められる 

② 事務職員幹部会議：人事・労務面や財務面での決定事項も多いことから、随時でも良

いので監事の出席が求められる           

――等々の会議があるが、出席できない場合は議事録閲覧によっても状況把握は可能 

２ 情報の収集・ヒアリング・コミュニケーション 

・ 学内外の動向を常に把握し、情報収集やヒアリング、関係に留意しつつコミュニケー

ションを図ることは重要 

３ 重要書類の閲覧 

・ 会議体を通さない重要決裁もあり、一定額以上の案件等事前に監事への回付案件を決

めておくと良い 

・ 監事が常時出席していない重要・主要会議の議事録の回付を求め確認すると良い 

４ 三様監査と連携（監事間・内部監査部門・会計監査人） 

・ 監事、内部監査室、会計監査人の役割が異なることから、連携強化を図っておく 

・ 定期的に会合を持ち、監査計画・結果の報告を行い、情報交換を図っておく 

・ 監事間の意見交換を定期的に行い、情報交換を図っておく 
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Ⅴ 監査の対象 

１ 業務監査（私学法３７条３項１号） 

⑴  ガバナンス・管理業務等に関する業務監査 

ア ガバナンスの整備状況の確認(法人・学校それぞれにおけるガバナンス体制整備状況) 

イ 管理業務面に関する監査 

・ 経営計画面（中長期計画・年度（事業）計画の関係等の確認） 

・ 人事労務面（勤務形態・ハラスメント等人事管理面、労務管理面等の確認） 

・ 情報管理面（情報システム面、情報セキュリティー管理面の確認） 

・ 収益事業面（収益事業、出資会社の確認） 

・ 周辺会計面（同窓会・父母会等徴収委託業務の確認） 

⑵  教学監査 

ア 教学監査の範囲 

・ 文科省改正私学法Ｑ＆Ａ 問10 「監事は学校法人の業務を監査するが、監事の監査

の対象は教学面も含むのでしょうか」 

（答）「私立学校におけるいわゆる教学的な面と経営的な面とは密接不可分のものであり、

また、学校法人が学校の設置管理を行うことを目的として設置される法人であることに

かんがみれば、監事の監査対象である「学校法人の業務」は経営面のみに限定されるも

のではないと考えます。すなわち、教学的な面についても学校法人の経営に関連する問

題である以上、「学校法人の業務」として監査の対象となり、適法性の観点だけにとどま

らず、学校法人の運営上 明らかに妥当ではないと判断される場合には、監事は指摘する

ことができると考えます。 

ただし、監事の監査が個々の教員の教育・研究の内容にまで立ち入ることは適当ではな

いと考えます。」 
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・ 従って、個々人の教育・研究そのものに立ち入らなければ、広く教学面の全てについ 

て監査を実施できると考える 

イ 教学・研究内容に関する監査 

① 自己点検・認証評価への取り組みの確認 

② ３つのポリシーへの取り組みの確認 

③ 入試等受験生の確保方法と結果の適切性の確認 

④ 履修要領・シラバスに対する学生の理解度と成績評価の確認 

⑤ ＦＤ（ﾌｧｶﾙﾃｨﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ）（大学教員の教育能力を高めるための授業改革等組織的な

取り組み）に関する研修の受講状況の確認 

⑥ 授業評価は定量的か定性的かの確認、各教員の担当コマ数の確認 

⑦ 講義の休講と補講状況の確認 

⑧ 成績評価（学修成果）、卒業認定の確認 

⑨ 学部毎の非常勤講師数と各担当講義数の確認 

⑩ 教員の外部資金獲得状況の確認 

⑪ 教員の研究費の使用適正性の確認 

⑫ 事件、事故、訴訟の数と対応の確認   等  々

ウ 学生支援 

①  進路指導・キャリア支援の状況確認 

②  学生の留年・退学・除籍の状況把握と対策の確認 

③  学生のメンタルケア等生活面支援の確認 

④  学生・保護者の満足度の確認 

⑤  奨学制度の充実度の確認 

⑥  学生教育活動の支援体制の確認 
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⑦  学生の課外活動支援体制の確認 

⑧  ステークホルダーへの情報開示の状況確認   等  々

２ 財産監査（私学法３７条３項） 

⑴ 財産管理状況監査 

①  経理業務 

②  備品消耗品等の管理 

③  税務面 

④  資産管理・運用面 

⑵ 決算監査 

①  決算確認 

・ 決算見込みがまとまる時期辺りから予算決算乖離状況等、負債や損益を含め決算内容 

を経理部門から確認 

② 会計監査人からの確認 

・ 会計監査人が行う決算審査に立ち会うことも考えられるが、会計監査人・内部監査室 

との三様監査関係者の会議（三様監査連絡会議）を開催し、会計監査人から決算監査の

状況を確認しておくことも重要 

③  財務数値（財務比率）の確認 

・ 事業活動収支計算書関係：人件費比率、人件費依存率、教育研究経費比率、管理経費 

比率、借入金等利息比率、事業活動収支差額比率、基本金組入後収支比率、学生生徒等

納付金比率、寄付金比率、経常寄付金比率、補助金比率、経常補助金比率、基本金組入

率、減価償却額比率、経常収支差額比率、教育活動収支差額比率 

・ 貸借対照表関係：固定資産・有形固定資産・特定資産・流動資産・固定負債・流動負 

債・純資産・繰越収支差額の各構成比率、内部留保資産比率、運用資産余裕比率、固定

比率、固定長期適合率、流動比率、総負債比率、負債比率、前受金保有率、退職給与引

当特定資産保有率、基本金比率、減価償却比率、積立率 
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Ⅵ 教学監査での各学校法人の事例 

１ 複合汚染を探せ 

・ 旅費とタクシー使用料の使用時期が不一致 

（事例）2泊3日の宿泊出張中、出張の最中に勤務地（自宅）近隣でタクシー使用 

   旅費一覧とタクシー使用一覧をクロス確認し、本人自筆のタクシー使用券を発見→ 

本人に確認したところ、不正使用を認め返納 

2 現場百篇 

・ 資料確認と共に現場関係者・業者等と直接会って、粘り強く確認を行うことが重要 

（事例1）領収書が怪しい 数字の位置が不自然→関係者のヒアリング→業者訪問 

   業者倉庫で領収書→業者は関わりを恐れ一部隠すも疑惑の領収書控を発見（手元

領収書と数字の位置合わず）→不正を認め研究費全額を返納 

(事例２)領収書が怪しい 研究誌購入の領収だが業者名から判断し不自然→業者に出向

き他の用途使用を確認→不正を認め返納 

３ 歴史は繰り返す 

・フォロー監査がやはり重要 

 （事例）切手・商品券の不正使用→監査で指摘指導→金券ショップで発見→不正を認め 

返納 

4 その他の不正・不当事例 

・ 2泊3日の出張で、1日早く用務を終え帰ったにも関わらず、旅費精算を行わず 

・ 研究費で購入したにも関わらず、研究に使用しない物品を購入 

・ 実態を伴わない旅費及び謝金の請求を行い、不正に受領 

･ 学生に断りなく突然休講し、その後補講を行わず→監事室を知る学生からの指摘 

・単位認定に不満→学生からの指摘により確認し間違いを発見→二重確認を指導 
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Ⅶ 理事会・評議員会と監事 

１ 理事と監事に関する政府方針 

（「大学のガバナンス改革の推進について」：中央教育審議会審議のまとめ、2014.2.12

大学分科会抜粋） 

・ 大学は、学長や理事会の責任において、監事による監査の結果を重く受け止めて、適

切な改善方策に取り組む責務を負うことに、改めて留意すべきである 

           ↓  
２ フォローアップ監査 

・ 理事長は、監事が理事長に提出した「監事監査意見書」を、理事会（加えて評議員会）

に報告すべき（監事が概要を説明） 

・ 理事会は、進行管理を行い、適切な改善方策に取り組まなければならない 

・ 監事は、監査報告・監査意見書について、フォローアップ監査（進行管理）を実施す

る必要がある 

 

監査のＰＤＣＡ 
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Ⅷ 監事の責任の重大性 

１ 監事の善管注意義務 

・ 学校法人と監事の関係は、民法643 条（委任）「委任は、当事者の一方が法律行為を

することを相手方に委託し、相手方がこれを承諾することによって、その効力を生ずる」 

・ 民法 644 条（受任者の注意義務）「受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注

意をもって、委任事務を処理する義務を負う」（善管注意義務） 

・ 常勤・非常勤の勤務形態、報酬の有無にかかわらず発生することに注意 

・ 善管注意義務に反し学校法人に損害を与えた場合、民法415条に定める損害賠償責任

を負い、また委任契約の相手方の第三者（理事・職員・学生等）に損害を与えた場合は

民法709条に定める損害賠償責任を負う 

２ 監査は防災 

・ 監査の究極の目的は事前予防 → 問題が起きないよう、事前指導を行うことが重要 

・ 問題点を明確に指摘し、改善指導を行う  「歴史は繰り返す」を繰り返さない 

３ 愛こそすべて 

・ 「大学経営 起死回生のリーダーシップ」（ジェームズ・Ｍ・クーゼス他著）の最後の

章の表題は、「愛こそすべて」 

・ 自らが関係する（勤める）大学を、愛と情熱を持って取り組むことが、監査の全て 

・ 上杉鷹山公に関する言葉 

「勇なるかな 勇なるかな 勇ならずして 何をもって行わんや」 

「受け継ぎて 国のつかさの 身となれば 忘るまじきは 民の父母
ちちはは

」 

 「成せばなる 成さねばならぬ 何事も 成らぬは人の 成さぬなりけり」 

・ 大学は「Ｃhange or Ｄie」改革発展か衰退か、大学の生き残りをかけた重要な時期 

         


